
12

10のアクションプラン（「産学連携推進分科会で扱うもの」）

Society 5.0における大学教育の実現に向けて（抜粋）

【大学・企業】
１．大学と企業は、包括連携協定等による「組織対組織」の中長期的な

連携を推進し、大学と企業間の人材交流（共同研究、PBL型教育、
リカレント教育）を拡大することで、協働してオープンイノベー
ション、価値創造、未来の人材育成を推進する。

【企 業】
２．経営トップは、社員の自律的なキャリア形成を支援する方針を打ち

出し、社員の大学等における学び直しを奨励するため、インセン
ティブとなる評価体系、人事制度等の整備を検討する。

【大 学】
３．各大学は、「中間とりまとめと共同提言」で示した「Society 5.0に

求められる能力」の育成に向け、文理横断の教育プログラムをさら
に充実させる。また、リカレント教育プログラムに関する情報発信、
広報体制を強化するとともに、社会ニーズに即した教育プログラム
の持続的な運営に努める。
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大学等が実施するリカレント教育の受講に関する企業の基本方針

◼ 回答企業数からわかるように、リカレント教育の重要性を認
識している企業は依然としてごく一部に止まる

◼ 回答企業の約４割が、大学等が実施するリカレント教育プロ
グラムの受講を指示・奨励。社員による自発的な受講も含め
ると、約６割の企業で社員を受講させる環境にある

◼ 大学等が実施するリカレント教育プログラムの社員の受講に
ついて、約９割の企業が関心を示している。社員の知識・ス
キルのアップデートやビジネスの新規開拓のみならず、より
レジリエントな人材・企業を目指して、大学ならではの先進
性・独自性のあるプログラムや多様なバックグラウンドを持
つ人々が集まる場（他流試合）としての注目度も高い

◼ 現状では、リカレント教育プログラムを大学等と共同で開発
している企業は２割に満たないが、現在は開発していないと
回答した企業の半数は、共同開発に関心を持っている。社内
研修では企画・設計し得ない専門性や品質の高さを備え、自
社のニーズに沿ったコンテンツづくりに期待する声が多数

自社における大学等が実施するリカレント教育
プログラムの受講の指示・奨励の現状

大学等が実施するリカレント
教育プログラムを社員に受講
させることへの関心の有無

【「関心がある」と回答した企業を対象】
大学等とのリカレント教育プログラムの
共同開発実績の有無

【「開発していない」と回答した企業】
今後、大学等とのリカレント教育プログ
ラムの共同開発に対する関心の有無

出典：経団連「大学等が実施するリカレント教育に関するアンケート調査」結果報告（2021年2月16日）
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これまでの検討で指摘された課題

社員の受講環境の整備（受講のためのインセンティブの拡充）１

リカレント教育を受講した社員の適切な活用・評価２

対象・目的毎のリカレント教育の定義の明確化３

大学教育におけるリカレント教育の位置づけの見直し４




